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（オ）サプライチェーンマネジメント全体のデジタル化
こうして実現されることとなる水平方向のプロダクトライフ

サイクル及び垂直方向のプロダクション・エンジニアリングを
統合・相互連携させ、生産にかかるサプライチェーンマネジメ

ント全体をデジタル化することが、インダストリー4.0が目指
すスマート工場の究極的な目的である。これによって、市場の
求めるどんな独創的な製品も短いリードタイムかつ安価に提供
することを可能としようとしている（図132-9）。

図132–9　インダストリー4.0の生産システムのイメージ

資料：経済産業省作成

加えて、インダストリー4.0はこのようなスマート工場どう
しをつなぎ、ドイツの製造業全体が1つの大きなスマート工
場として機能する姿を描く（図132-10）。この点においては、
異なる企業どうしが必要に応じて手を取り合い、連携すること

で社会としての全体最適を生み出すことが求められる。
このような取組が進められた結果として、「マスカスタマイ

ゼーション」への対応が可能となっていくのである。

図132–10　インダストリー4.0におけるスマート工場どうしの連携

資料： Recommendations for implementing the strategic initiative INDUSTRIE 4.0
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図132–11　マスカスタマイゼーションのイメージ

資料：経済産業省作成

（カ）プラットフォーマーとしての大企業の戦略
このような生産システムの土台となるツールを提供するの

が、シーメンスや SAP といったドイツを代表する大企業であ
る。SAP は世界市場における ERP ツールのトップベンダーの
1つであり、インダストリー4.0構想において異なる工場間又
は企業間の受発注等の情報のやりとりをベースとして、生産計
画を指示する MES ツールにもビジネスを拡大している。一方
でシーメンスは、もともと工場内の制御機器やそれを動かすた
めの PROFINET という制御系ネットワークを有するが、上位
系の PLM ツールや MES ツール等へと進出し、当該ツールも
含めた生産ラインのサプライヤーとして、1つ1つの工場内の
情報を統合・デジタル化する部分に強みを有している。この

ように、上位系から生産現場に関心を示してきた SAP と、生
産現場から上位系へと拡大してきたシーメンスとがプラット
フォーマーとしても競争することによって、ドイツ全体のイン
ダストリー4.0に向けた取組がより活性化しているとみること
もできる。

なお、ドイツにおいては、特にフラウンホーファー研究所が中
心となり、サイバーフィジカルシステムを実現するための技術開
発（例えば、生産ラインの柔軟な変更を可能にするプラグ・ア
ンド・プレイ方式の実証や、中小企業にも使いやすい PLM ツー
ルの開発等）を精力的に実施しており、インダストリー4.0の実
現に向けて国を挙げて着実に前進していることがうかがえる。

SAP のビジネスモデル
ドイツ・ヴァルドルフに本拠を置くソフトウェア企業である SAP は、ERP（Enterprise Resource Planning）等ビジネ

スアプリケーションのベンダーとして世界最大手の1つであるが、同社は IoT を活用した製造業への新たなビジネスモデル
の提案と導入をリードしている。コラムでも紹介してきた、サプライチェーンマネジメントによってカスタムバイクの生産
リードタイムを大幅に短縮したハーレー・ダビッドソン、コンプレッサー販売に加えて圧縮空気の販売によって新たなユー
ザーの開拓に成功したケーザー・コンプレッサーの事例は、SAP の生産システムやビジネスモデル提案によって単なるコ
スト競争から脱却し、顧客への新たな付加価値の提供によって差別化を実現したものであり、我が国製造業にとって参考と
なる事例は少なくない。

このような革新をリードする SAP の強みは、案件を超えて、業種を超えて、国境を越えて広く適用可能なアーキテクチャ
モデルに基づいたシステムを構築している点である。システムに共通のアーキテクチャーを持つことは、各種案件で得たノ
ウハウやプラクティスのフィードバックによりアーキテクチャー自身を絶え間なく改善することを可能にするとともに、幅
広い業種への適用によって思いもかけないイノベーションを生みだす可能性も有している。各社ごとのカスタマイズでシス
テム構築を行う傾向の強い我が国 IT 産業にとっても示唆を与えうる。

コラム
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（キ）インダストリー4.0のインパクト
インダストリー4.0型の生産システムが仮に確立された場

合、市場ニーズに応じたマスカスタマイゼーションへの対応と
いう点において、現状の日本型生産システムの延長で考えてい
る限り、我が国製造業は大きな遅れを取ることが懸念される。

また、それだけでなく、仮にマスカスタマイゼーションの必
要性が到来しないとしても、当面、以下のような脅威が顕在化
してくることが予想される。

第1に、ものづくりの競争力低下が挙げられる。ドイツの目指
す生産システムが実現した場合、例えば自動車 OEM をはじめ
とする各種メーカーの工場内が圧倒的に効率化されるのみなら
ず、サプライチェーンまで含めた全体最適が図られることによ
り、ドイツメーカーの価格競争力が相対的に向上することが想定
される。そもそも、カタログからの選択に縛られないオーダーメ
イド品を低価格・短納期で納入することが可能となれば、ドイツ
メーカーの市場訴求力が向上することも想定され、我が国 OEM
メーカーに対して競争上優位に立つおそれがある。

第二に、工場内で使用される生産機械のサプライヤーの競争
力低下が考えられる。異なる工場や企業がデジタル上で互いに
繋がり合うインダストリー4.0仕様の工場内においては、機械と
機械も互いに繋がり合い、相互に情報を伝え合うことが必須と
なる。現在我が国では生産機械メーカーごとに機械の通信プロ
トコルは異なっており、したがって機械どうしを連結させ自動
化ラインを構成する際には、機械のユーザー側がインテグレー
ションコストを支払う構図となっている。一方ドイツにおいて
は、接続インターフェースの共通化・標準化によって機械同士
が違いに繋がり合うことを目指している。ドイツの目指す生産
システムが実現し、かつその導入が世界中に広がった場合、ド
イツ仕様の工場につながる通信プロトコルを持たない機械は市
場に参入することすらままならず、我が国メーカーは競争力を
低下させるおそれがある。

第三に、各種データを活用した新たな付加価値提供によるビ
ジネスモデルが展開されていく中で、データの集積先として特
定のデータプラットフォーマーが優位性を増すと、当該システ
ムが国際的なデファクト標準として機能しはじめ、各製造業は
市場への参入のために否応なく当該システムに組み込まれざる
をえないといった事態も生じうることが懸念される。

（ク）ものづくりの付加価値の消失へ
コスト競争力の低下以上に、製造業のビジネスモデルが変容

することで、デジタル化された生産プロセスデータも含めて、
生産にかかるノウハウがすべてソフトウェアに移行することへ
の懸念もある。工場の生産プロセスデータは、製造業にとって
は重要なノウハウの固まりである。それゆえに、我が国では、
製造にかかるデータの IT システムとの連携が進んでこなかっ
たところでもあるが、上記で見てきたように、生産方式を全体
最適の観点から見直すとすれば、従来のようにプロセスデータ

の保護に固執し続けることは、かえって競争力を失うことにな
りかねない。この点において、どのデータを自社内でブラック
ボックス化し、どのデータを上位系のソフトウェア開発につな
げるかといった峻別を行うことは企業にとって重要な課題とな
りうる。

ソフトウェアベンダー側との間で提供するデータの所有権等
は契約による条件付けも重要となってくる。各ユーザーからデー
タの集まるソフトウェアがデータプラットフォーム化すれば、当
該データを分析し、個別各社にはできないデータの分析結果を
活用することで、製造業側にとっても強みを見いだすことがで
きる。また、そもそも、そうしたソフトウェアに競争の源泉が
うつるとすれば、そうしたソフトウェア開発に乗り出す新ベン
チャーを創出するプラットフォームをしっかり握るといった戦略
もあり得る。このような観点も踏まえると、製造業のビジネス
モデルが変わろうとしているなかで、データを自社内で囲いこ
みつづけること、あるいは、できる限り機器やネットワークを
囲いこみ、つながる工場を推進しないといった状況のままでは、
製造業の持つ付加価値を失う方向に進むことになりかねない。

製造物の価格決定権は製造業ではなくソフトウェア提供側に
移ることも想定される中、我が国製造業の競争力を高めていく
ためには、ソフトウェアでも付加価値を生み出していくこと、
それのできる人材を育成していくことが不可欠である。それを
怠れば、我が国が得意とし、また今後も強みとしていくことが
期待されるものづくりから、付加価値が奪われていくことにつ
ながりかねないのである。

（ケ）総括
これまで述べてきたように、ドイツにおけるインダストリー

4.0の取組は大きな可能性を秘めた壮大な取組であるが、一方で
その実現に向けてまだ第一歩を踏み出したばかりである。また
実現に向けたハードルが非常に高いことも確かである。我が国
製造業はこれを過度に恐れる必要はないが、一方で製造業大国
のドイツが IoT の進展やデジタル社会の到来といった世界のメ
ガトレンドを捉え、そのような世界の中で今後のものづくりのあ
り方を模索していこうとしている点は大いに注目に値する。我が
国においては、得意としてきた「すりあわせ」の技術や、サプ
ライチェーン間の「阿吽の呼吸」のように熟練労働者のノウハウ
や信頼関係に基づいたサプライチェーンの最適化によって、生
産の効率化、ものづくりの高度化が図られてきたが、ドイツの
目指すインダストリー4.0はそのような日本的なものづくりの思
想の延長線上にあるものではないことをしっかりと認識したい。

なお、現実の生産プロセスが変わっていくことに先立って、
デジタル社会における未来の工場のあり方に関する国際的な
ルール形成の議論はすでに始まっている。このような議論に乗
り遅れることなくしっかりと対処していくためにも、我が国と
しての今後の製造業のあり方を十分に国内で議論していくこと
は、非常に重要なことである。
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進むルール形成～スマートファクトリーの国際標準化
IEC（International Electrotechnical Commission, 国際電気標準会議）では、インダストリー4.0を念頭に置いた国

際標準化の動きが既に始まっている。具体的には、新たな技術トレンドを踏まえ、標準化活動が必要となり得る今後の大き
な市場の方向性を議論する MSB（Market Strategy Board）において「ファクトリー・オブ・フューチャー」をテーマと
する白書の検討が進み、2015年10月をめどに発行される見込みである。また、このような動きも踏まえつつ、今後標準化
を行っていくべき具体的な分野とその手順について整理を行う SMB（Standardization Management Board）において

「スマートマニュファクチュアリング」をテーマに検討が進んでおり、2016年中をめどに結論を得る見込みである（図）。
近年、国際標準化活動においては「システムアプローチ」と呼ばれる手法が一般的になりつつある。つまり、細分化され

た個別具体的な技術をベースに1つ1つの規格を独立に作っていく従来の手法とは異なり、ある技術や考え方の体系をシス
テムとして捉え、その体系に沿って必要な一群の規格を策定していく手法である。このようなアプローチにおいては、検討
の上流段階から規格作りの議論に参加し、我が国が有利となるような設計を初期段階から作り込こんでいくことが重要であ
る。ドイツは、初期段階からフラウンホーファー研究所、シーメンス、SAP 等の中核企業等が国際標準化の検討に参加す
ることで、インダストリー4.0のデジュール化を有利に進める狙いがある。我が国もその議論に乗り遅れることなく、未来
の工場のあり方をめぐる国際標準の規格の中に、我が国に優位性のある技術やノウハウが反映されるよう、検討の初期段階
から議論に積極的に参加することが必要となっている。

コラム

図　IEC の組織体制とインダストリー4.0をめぐる国際標準化活動

資料：経済産業省作成

インダストリー4.0に関する独中連携
ドイツのメルケル首相は、2014年7月に中国を訪問。共同声明としてとりまとめた独中協力のアクションプラン”

Shaping innovation together”において、インダストリー4.0に関する協力が盛り込まれた。
具体的には、産業のデジタル化はドイツと中国双方の経済にとって新たな成長の源泉となるものであることを認め、両国

の企業がその促進を推し進めていくことに合意した。また、両国政府がインダストリー4.0に関する情報共有の場を持ち、
国際標準化においても協力を行っていくとされている。国際標準化の推進にあたっては、国際会議の場での仲間作りが非常
に重要であることも踏まえれば、独中連携の動きにも今後注目していく必要があるといえる。

コラム
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国際標準化におけるシステムアプローチの事例　スマートグリッド

コラム

スマートマニュファクチュアリングに先立って、システムアプローチによる国際標準化の動きが始まっているのがスマート
グリッドの分野である。スマートグリッドでは、SMB（Standardization Management Board）における検討が2009年
に始まっている。このような複雑なシステムの標準化を進めるためには、関係する多くの企業や事業者が利用する様々な技
術の相互運用性が必要となるため、そうしたシステム全体を俯瞰し、抽象化・視覚化した「SGAM（スマートグリッド・アー
キテクチャモデル）」を策定。先行して実現している事例（ユースケース）で運用された技術要素とその相互運用性の有無を
モデル上にマッピングしていくことで、新たに規格化することが必要な部分を明らかにするという手法を採った。

このようなアプローチにおいては、策定されるモデルが我が国で用いられている技術やルールに不整合とならないよう、
適切に議論を動かしていく必要がある。実際、スマートグリッドでは必要な対応を検討するため、NEDO を事務局とし、
327の民間企業群からなる「スマートコミュニティーアライアンス」を2010年に組織した。企業経営者層も巻き込み、そ
れぞれの企業戦略や産業全体として
の戦略に標準化対応を位置づけ、検
討を実施。抽出された20の重要項
目に関して国際標準化の取組をフォ
ローアップすることとし、現在、工
業標準調査会に設置された戦略分科
会において、個別の項目をつなぐシ
ステムの標準のあり方の検討も含め
た対応を行っている。

今後始まるスマートマニュファク
チュアリングの議論においても、こ
のような体制の構築を進め、関連産
業が一丸となって、企業戦略・産業
戦略の一環として対応策を検討・実
施していくことが非常に重要である。

図　スマートグリッドのアーキテクチャー

資料：“CEN-CENELEC-ETSI Smart Grid Coordination Group Smart Grid Reference 
Architecture, Nov.2012”をもとに経済産業省作成

ハノーバーメッセ

コラム

ドイツ北東部のハノーバーにて年に1回開催されるハノーバー国際見本市（以下「ハノーバーメッセ」）は、世界最大の
国際産業技術見本市である。2015年のメインテーマは”Integrated Industry – Join the Network!”であり、ドイツ国
内を中心に世界の様々な企業や研究開発機関が、インダストリー4.0に関連する様々な技術やアプリケーションを展示した。
2011年にインダストリー4.0の考え方が示されて以降、ハノーバーメッセはこのような各企業・研究開発機関の取組を披
露し競争する場としての様相を強めてきており、IT 活用が製造現場に裨益する具体的なイメージを示し、インダストリー
4.0によって製造業が変わっていく姿とその目標をドイツ企業が認識することに大きな役割を果たしている。

実際に、ハノーバーメッセの時期を利用してインダストリー4.0に関する様々な新しい発表がされている。例えば今年新
しく発表された「Umsetzungsstrategie Industrie4.0（実践戦略）」の中で、インダストリー4.0プラットフォームの新
しい姿（図132-4）やインダストリー4.0のためのリファレンスアーキテクチャーモデル（RAMI4.0、図）が発表された。
2011年に示されたインダストリー4.0の考え方を具体的な実装モデルとして公開した点において、一歩進んできたことが見
て取れる。RAMI4.0では使える標準規格はそのまま活用することをベースとしており、基幹系ネットワークと制御系ネット
ワークの間の通信においては、OPC-UA(IEC62541) が推奨されているほか、情報層においては、IEC の共通データデクショ
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ナリー（IEC 61360シリーズ）などが参照規格としてあげられている。また、インダストリー4.0のコンポーネントを新たに
定義して、工場内の構成要素をすべ
て、対等につなげる方向が示唆され
ている。

メッセにはメルケル首相も訪れ、
産業界のネットワーク化、標準化へ
の取組への決意など、首相自らがイ
ンダストリー4.0を推進する姿を明
確化している。

近年のインダストリー4.0の国際
的な関心度を反映して、今年のハ
ノーバーメッセ（4月13日から17
日まで開催）には、22万人の入場
者のうち、約7万人が国外からの参
加者であったという（主催者発表）。

図　インダストリー4.0リファレンスアーキテクチャーモデル（RAMI4.0）

資料： 「Referenzarchitekturmodell Industrie4.0 （RAMI4.0）」（ZVEI, SG2）をもとに経
済産業省作成

インダストリー4.0実現に向けた産学官連携

コラム

ハノーバーメッセのコラムで示したように、ドイツではメルケル首相の強力なリーダーシップの下、民間企業がインダス
トリー4.0という共通のゴールの実現を目指して技術開発やアプリケーション開発を行っている。加えて、大学や各種研究
機関においても同様の研究開発が進んでいる。

例えば、前述のプラグ・アンド・プレイ方式の生産ライン開発は、民間の非営利研究法人である人工知能研究センター
（DFKI）を中心に行われている。また、複数の工場にまたがった生産調整を行うための実証実験をミュンヘン工科大学が中心
となって行っている。具体的には、市
場ニーズの変化に対応し、生産する商
品（ヨーグルト）のロットや種類の最
適化をリアルタイムに行うという実証
を、複数工場間のデータ共有とそれに
基づく生産ライン制御によって行うも
のであるという。

第2節で述べたようなドイツの産学
官連携による研究開発エコシステムは
このような場面でも活きており、官
がリードし、産学が連携・役割分担を
することにより着実に、効率的にイン
ダストリー4.0を実現していこうとい
う体制が構築されている。インダスト
リー4.0に関しては、その技術的側面
よりもむしろ、このようなプロセス的
側面に学ぶところが多い。

図　「マイヨーグルト」製造実証のイメージ

資料：ミュンヘン工科大学ホームページ
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我が国の得意分野とは：人とロボットの協調　三菱電機可児工場
未来の工場の姿を検討するに当たり、我が国が優位性を持つ技術やノウハウとは何かということについて考える必要があ

る。後述するように、ロボットは我が国が優位性を有する技術であり、世界に先駆けてその生産・活用を行ってきた。
ドイツのインダストリー4.0においては、生産ラインが自律的に組み変わったり、生産機械が M2M で情報をやり取りして

自律的に必要な作業を判断したりといったように、労働者を極力介在させない姿を目指す向きがある。しかしながら、これま
で我が国企業はロボットを活用した徹底的な生産性向上を目指す中で、人間を排除しすべてを自動化するよりもむしろ、人
とロボットがそれぞれの得意な作業を分担し、互いに協調して生産活動を行うことが最善の姿であることを学んできた。

例えば、三菱電機（株）可児工場では、モーターの始動停止の制御等に利用される電磁開閉器の生産を行っているが、変
種変量生産に対応するため、従来活用していた無人の全自動ラインに加え、ロボットセル生産システムを導入した。ロボッ
トセル生産システムにおいては、大物部品の供給や段取り変更が必要な（製品ごとに種類が異なる）部品の供給等を多能工
の労働者が担い、知能化ロボットによる高度な生産ラインと協調して作業を行うことにより、従来の全自動無人化ラインと
比較して圧倒的な効率性の向上を達成した。

また、同社は生産現場のデータ収集・分析・制御を実現するための FA（Factory Automation）統合ソリューションであ
る「e-F@ctory」を推進している。データの一元管理のための共通ネットワークや FA 機器等を提供するとともに、国内外の
IT 関連技術（通信、センシング、制御、機械、生産）を有する企業とのアライアンスを構成し、ユーザーの拡大を図ってい
る。同社は e-F@ctory を活用した新たなコンセプトとして「challenge2020」の中で、「みえる化3（キューブ）（見える＝可視化、
観える＝分析、診える＝改善）＋使える化」を打ち出し、e-F@ctory を活用した生産現場の課題解決のトータルソリューショ
ン提供を目指す。

コラム

図　可児工場のロボットセル生産システム 図　e-F@ctory

資料：三菱電機
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IMS プログラム
1989年、通商産業省（当時）の報告書において提唱された IMS 構想に基づき、1990年以降、IMS プログラムと呼ばれ

る国際共同研究プログラムが実施された。IMS とは、知的生産システム（Intelligent Manufacturing System）の略であ
り、知能化された機械と人間との融合を図りながら、受注から設計、販売までの企業活動全体をフレキシブルに統合・運用
し、生産性の向上を図るシステムと定義された。具体的には、企業活動のグローバル化に伴って各国に点在するようになっ
た企業の生産拠点間、あるいは異なる企業の間でも共通の方式で情報やデータを交換すること、複数の製造装置が繋がり
合って有機的に連携すること、知的な製造プロセスの実現によって不足する熟練技能者のノウハウを補うこと、ニーズの多
様化や商品のライフサイクル短縮化、生産のリードタイム短縮化等の需要構造の変化への対応等を目指し、次世代製造プロ
セスモデルの先行的な開発を行うプログラムであった。

我が国からも数多くの新規プロジェクト提案がなされ、数多くの企業、大学、研究機関等が参加したが、2010年をもっ
て IMS プログラムは当初の目的を十分に達成したとされ、我が国としての参加は終了した。

このような取組は、IoT を活用して製造プロセスを高度化しようとするインダストリー4.0に大いに通じるところがある。
我が国の得意分野を活かした製造プロセスの検討にあたっては、このような過去の経験や知見にそのコンセプトや成果を学
ぶことも一案と考えられる。

コラム

（2）米国
①インダストリアル・インターネット

米国における IoT 活用の動きとしては、インダストリアル・イ
ンターネットが挙げられる。GE が提唱するこの概念は、航空機
エンジンや鉄道、医療機器や発電機器などの産業機器の稼働や
部品の状態などをセンサーから取得し、ビッグデータ解析を行う
ことによって運用のコスト削減、効率化、最適化などにつなげよ
うとするものである（図132-12）。例えば航空機エンジン分野で
は、エンジンに組み込まれたセンサーが稼働時のデータを収集・
分析し、交換が必要になりそうな部品とその時期を保守要員に
知らせる「予知保全」を可能とする。これによって、航空会社の
オペレーターは、サイクル数に基づく現在の保守スケジュールか

ら、実際のニーズに基づく保守スケジュールに切り替えることが
可能となるだけでなく、部品の在庫を減らして航空機の使用率
を上げ、コストを削減することができる。また、GE は飛行デー
タの解析によって、効率的な航空機のフライト方法を導き出し、
航空会社に提案することも可能となる。アリタリア航空（イタリ
ア）では、年間1,500万ドルの燃料コスト削減を実現したという。

また、GE など米国企業5社（AT&T、GE、IBM、インテル、
シスコシステムズ）が発起人となり、インダストリアル・イン
ターネットを推進するため、インダストリアル・インターネッ
ト・コンソーシアムを設立した。米国を中心に日本、ドイツを含
む100以上の企業・団体が参画し、IoT 関連技術の標準化に向け
たアーキテクチャー作りやユースケースの作成を行っている。

図132–12　GE の取組事例

資料：「日経ビジネス」2014年12月22日号より経済産業省作成
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航空機エンジンに活用される IoT
自動車とは異なり、航空機業界ではエンジンメーカー（GE、プラット＆ホイットニー、ロールスロイス等）が完成機メー

カー（ボーイング、エアバス等）とは独立して存在しており、エアラインや航空機リース会社は購入する機体を決定した後、
別途選択可能なエンジンから購入するエンジンを選定することが一般的である。このような状況の中、エンジンメーカーは
競合他社との差別化や技術の向上に IoT を役立てている。

GE のインダストリアル・インターネットにおいて、航空機エンジンの状態監視による予知保全は代表的なアプリケー
ションの1つである。航空機エンジンは、ジェット燃料を高温・高圧の厳しい環境下で燃焼させることによってタービンを
回転させ、推進力を得る仕組みで動作する。その結果、長い製品寿命の中で、かなりの頻度で多くの部品を交換することが
必要となっているという航空機エンジンの特性が、このようなサービスの背景となっている。同様の取組は、ロールスロイ
スも実施している。

IoT を活用したエンジンの状態監視によって、エンジンメーカーは、MRO（Maintenance, Repair and Overhaul）の
競争力を強化すると同時に、将来に向けて技術をさらに進化させ、市場での競争力を高めているといえる。

コラム

GE は、インダストリアル・インターネットを推進するに当
たり、2011年に米国シリコンバレーに開発・推進拠点として

「GE ソフトウェアセンター」を設置し、3年間で10億ドルの
投資、1000人規模のソフトウェア技術者の雇用計画を発表す
るなど、ソフトウェア開発のための体制を大幅に拡充した。さ
らにはインダストリアル・インターネットで扱うビッグデータ
のマネジメントのため、クラウドやセキュリティ等企業向け情
報管理サービスを販売する EMC（米）等との共同出資により
ピボタルソフトウェアを設立。また遠隔地にもサービス提供を
行うため、複数のセキュリティベンダーを買収している。

2014年秋、GE はインダストリアル・インターネットの中
核をなすデータ分析ソフトウェアである「Predix」を他社に
も提供していくことを発表した（図132-13）。Predix は石油・

ガス、電力、水、輸送、航空、ヘルスケア等、GE が強みを持
つ分野におけるアプリケーション群であるが、GE がこれらを
他社にも提供し、GE 以外の産業機器メーカーが GE 製ソフト
ウェアへの対応を行うことによって、産業機器におけるデータ
収集・解析・処理の分野において GE がデファクトスタンダー
ドを握り、世界中の産業機器のデータが GE に集まる可能性も
存在する。GE の産業機器ビジネスがより一層、効率的な運用
や保守、インフラのオペレーションといったサービスで稼ぐモ
デルへと変貌する可能性も秘めている。ビッグデータ解析によ
る付加価値創出の効率性は一般に収穫逓増的に増大すると考え
られることから、GE のこのような動きは関連する業界にとっ
て大きな脅威となりうる。

図132–13　Predix

資料：GE ホームページ
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②インテリジェント・メンテナンス・システム
米国には、もう1つ注目すべき動きがある。オハイオ

州シンシナティ大学に設置されている IMS（Intelligent 
Maintenance System）センターの取組である。第2節でも
触れたように、米国は国内製造業の競争力強化を図るための
施策を継続的に実施してきているが、同国は2011年の AMP

（Advanced Manufacturing Partnership; 先進製造パート
ナーシップ）において既に、サイバーフィジカルシステムの
概念を打ち出している。これはドイツのインダストリー4.0に

も共通する概念であるが、IMS センターは、NSF（National 
Science Foundation）を通じて政府からの支援を受けつつ、
このような概念の製造業への導入をドイツに先駆けて提唱し、
先行的な取組を行ってきた。

その代表的なアプリケーションが予知保全であるが、IMS セ
ンターは、予知保全を行うための基盤となるアルゴリズムとし
て”Watchdog Agent”を開発し、世界で80社以上にも及ぶ
パートナー企業に提供している。前述のインダストリアル・イ
ンターネットもここにルーツがあると言うことができる。

世界中で乱立するスマートマニュファクチュアリングイニシアティブ
ドイツのインダストリー4.0や米国のインダストリアル・インターネットのみならず、今や世界各国でスマートマニュ

ファクチュアリングを推進するナショナル・イニシアティブが打ち出されている。
例えば中国では、第2節でも触れたように、2015年3月の全人代における政府活動報告の場で、各種の産業振興策を通じ

て経済の成長エンジンを創出していく考えを提示。製造業に関しては、「中国製造（メード・イン・チャイナ）2025」と
して、情報ネットワーク、半導体、新エネルギー、バイオ、航空機エンジン、ガスタービン等を含む重点分野を指定し、こ
れらの分野において「情報化と工業化の深いレベルの融合」を促進しつつ技術水準や製品品質を引き上げていくことを掲げ
た。さらに、「インターネット +（プラス）」と呼ばれる IT 振興策とも連携しつつ、「量より質」への転換を目指していく。

イギリスは、「カタパルト」と呼ばれる国家イノベーションプログラムの1分野として、「ハイ・バリュー・マニュファク
チュアリング」と呼ばれる製造業強化策を打ち出している。これは、イギリスが競争力を有する複合材料、プラスチック電
子材料、バイオテクノロジー等の要素技術を実用化するためのいわゆる「死の谷」を埋めるための産学の研究開発や製造技
術開発支援策である。イギリスの GDP に占める製造業の比率は10% 程度であるが、同国の輸出の半分以上を占め、250
万人以上の雇用を産む製造業は重要であるとして、その振興を目指している。

また、フランスは国内での製造業振興のための34の分野を特定し、その発展を政府・公的機関を挙げて支援していくこ
とで、新たな雇用や付加価値を生み出す方針を打ち出している。34の分野としては、例えば「未来の工場」「コネクテッド・
デバイス」「サイバーセキュリティ」「仮想現実」等のように IoT の進展を念頭に置いたものや、「次世代航空機」「未来の高速
鉄道」「自動運転車」のように、フランス企業が強みを有する分野のさらなる強化を目指すものなどが挙げられている。

コラム

（3）IT 企業のものづくりへの進出
近年、米国を中心に、IT 企業のものづくりへの進出が見ら

れている。例えばグーグルが携帯電話や自動車を開発する動き
や、アマゾンがドローンを活用して物流に参入する動きはそ
の典型であるが、このような動きはこれまで述べてきたよう
な、製造業が IoT を活用してものづくりの高度化を図ってい
ることと関係が深い。つまり、IT 企業は IoT を活用して世の
中に存在するあらゆる「モノ」の情報を取得し、それらを互い
に繋ぎ、解析することで「システムの最適制御」というサービ
スの提供に乗り出そうとしている。そのような IT 企業のビジ
ネスモデルにおいては、ハードウェアはシステムの要求どおり
に動く単なる手足に過ぎないともいえるため、ハードウェア自

身の価値は限りなく小さくなる可能性が高い。その結果、ハー
ドウェアサプライヤーは新興国を中心とする製造業との際限の
ないコスト競争を強いられることとなる。一方、先進国の製造
業は引き続き自らのビジネスに付加価値を残すため、様々な取
組を始めている。例えばドイツのインダストリー4.0は、工場
の制御を IT 側に支配されることを防ぐため、工場内の機器を
繋いで柔軟な生産を可能にし、マスカスタマイゼーションとい
う新たな付加価値を製造業が提供する構図を作ろうとするもの
であり（図132-14）、インダストリアル・インターネットは、
製造者が製造物の稼働データをいち早く取得し、自らサービス
の提供に乗り出すことで付加価値の移行を防ぐ動きであるとも
捉えられる。


